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１
 

策定の意義

四国圏広域地方計画は

「四国圏の実情を踏まえて、総合的かつ広域的な観点か
 ら圏域の今後の発展の基本的方向を展望し、重点的・戦
 略的に取り組むべき事項を示す、四国圏共有のビジョ

 ン」

２
 

計画期間

今後概ね１０カ年間とする。

３
 

計画の性格

・四国圏の今後の発展に向けた国及び地方公共団体の取り組
 みの基本

・地域づくりに参画する民間事業者、地域住民等にとっての
 指針
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①人口減少・高齢化の急速な進行

・我が国は本格的な人口減少社会に突入し、高齢化も急速に進展している。
・四国では人口減少が全国より約２０年、高齢化は約１０年早く進行している。
＜人口減少と高齢化＞

■老齢人口（65歳以上）の割合の推移

資料）国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口（平成19年5月推計）
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①人口減少・高齢化の急速な進行

・2005年では、20道県で20年前の人口を下回っており、多くの地方圏で人口流出

 が拡大している。

＜都道府県別人口の増減率（85→05 年）＞

出典）SCB

 

内外経済・金融動向（月刊）

 

Ｎｏ．１８－８

 

２００６．１１．１

 

信金中央金庫

 

総合研究所

（備考）総務省『国勢調査』（05 年は要計表）より作成 四国
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②災害・環境問題等の安全に対するリスク・不安の増大

どこでも発生しうる地震の脅威
・日本は、太平洋側の海洋プレ

 ートと大陸側のプレートの

 境界に位置し、全国どこで

 も発生しやすい条件にある。
・四国圏においても東南海・南

 海地震の発生が想定されて

 いる。

＜過去20年の地震と海溝型巨大地震等の震源域＞

出典）防災白書

能登半島地震被害状況

輪島市門前町道下地区
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②災害・環境問題等の安全に対するリスク・不安の増大

・地球温暖化が人類をはじめとする生物界全体に深刻な問題をもたらすことが指摘

 されている。我が国においても平均気温の上昇等の現象が見られはじめており、

 今後、温暖化による砂漠化の進展や氷原・氷床の減少などの直接的な影響のほ

 か、食料生産、海岸の浸食、生物種の減少などにも一層深刻な影響がでてくる

 ものと予想される。

過去100年間で約1℃上昇。今後100年間

 で南日本で4℃、北日本で5℃上昇と予想。

＜日本における温室効果ガス排出量の推移＞ ＜日本における年平均気温の変化＞

出典）全国地球温暖化防止活動推進センターホームページ



8

②災害・環境問題等の安全に対するリスク・不安の増大

・「生活環境」については悪い方向へ向かっていると感じる人がゆるやかに増えて

 いる。「治安」については97年以降、悪い方向に向かっていると感じる人が増

 え続けている。「防災」についてはほぼ横ばい。

注）DI値＝「良い方向にむかっている」と回答した人の割合－「悪い方向にむかっている」と回答した人の割合として算出。2001年は調査なし。
出典）内閣府「社会意識に関する世論調査」S55.12 ～H17.2より国土交通省国土計画局作成。

＜生活環境・治安・防災に対する実感＞
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③高度な産業技術化･情報化の進展

・我が国は、情報家電、燃料電池、ロボット、医療機器、バイオ、エコロジー等

 様々な分野において、高い技術力により、優位性を有しており、今後も技術の

 高度化による成長が期待されている。

＜産業用ロボット関連工業製品出荷額＞

注）「数値制御ロボット」、「その他の産業用ロボット」、「産業用ロボット、同装置の部分品、取付具、附属品」の合計
出典）平成17年工業統計調査
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出典）経済産業省記者発表資料（平成19年11月27日）

「今年のロボット」大賞２００７
優秀賞（産業用ロボット部門）

○２台のＭ-４３０iAのビジュアルトラッキングによる
高速ハンドリング

○連結式医薬品容器交換ロボット
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③高度な産業技術化･情報化の進展

・ブロードバンドインターネットの普及は最近特に進んでいる。

＜100世帯あたりブロードバンドインターネット加入者数＞

（2001年12月） （2004年12月）

注）東西ＮＴＴ加入者回線を使用したＤＳＬ加入者数とＣＡＴＶによる加入者数を加えたもの。光ファイバを利用したサービスは含まない。
出典）総務省資料より国土交通省国土計画局作成
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④産業・雇用構造の変化と地域間競争の激化

・わが国の産業別就業構造は、第１次、第2次産業が減少し、第3次産業に就業者

 がシフトしている。
・国内総生産においても、製造業、建設業の割合が減少し、サービス業の割合が近

 年増加するなど、第3次産業のウェイトが高まっている。

注) 平成12年は，日本標準産業分類第11回改訂
(平成14年3月）に伴う組替集計による。

出典）国勢調査

＜国内総生産の産業別内訳の推移＞

出典）内閣府国民経済年報各年版より、国土交通省国土計画局作成。

＜産業別就業人口の推移＞
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④産業・雇用構造の変化と地域間競争の激化

・三大都市圏で財貨・サービスの移出超過となっており（千葉、埼玉を除く）、特

 に、東京の移出超幅は大きい。
・地方圏では、移入超となっているところが多く、四国圏においても同様。移入超

 生産性が弱く、他地域に依存せざるを得ない傾向が見られる。

注）愛知県については移出、移入別の数値が公表されていない。
出典）内閣府「県民経済計算」より国土交通省国土計画局作成。

＜県別移出、移入の県内総生産比率（２００２年）＞

四国圏
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⑤広域交流の拡大・グローバル化の進展

・東アジア・台湾・香港等の成長が著しく、国際的な市場が拡大している。
・世界の名目GDPに占める東アジア・台湾・香港のシェアを見ると、1980年には

 合計で17.8%しかなかったGDPシェアは、2006年には23.4％と1.3倍に拡大し

 ている。

＜世界及び主要国・地域の
実質GDP成長率の推移＞

備考）ここでいう東アジアには、日本を含まない
出典）通商白書2007年版

（

 

IMF｢World Economic Outlook Database April 2007｣から作成）
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⑤広域交流の拡大・グローバル化の進展

・１９９０－２０００年の間に、対東アジアの定期航空便の就航便数は、関西国

 際空港が開港した近畿ブロックを中心に全体として増大基調にある。
・四国においても、国際線の旅客数が増加している。

＜地域ブロック別空港定期便就航便数（対アジア）＞

出典）ＪＲ時刻表より国土交通省国土計画局作成

＜関西国際空港においてB滑走路がオープン（平成19年8月2日）＞
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⑤広域交流の拡大・グローバル化の進展

・各地域ブロックを発着地とする国際海上コンテナ貨物量は増大している。各地

 域発着コンテナ貨物の自地域ブロック内のゲート利用比率は、概ね各地域ブロ

 ックにおいて増大している。また、貿易相手国としては、中国が急増している。

＜ブロック別発着コンテナ貨物量＞

出典）国土交通省全国輸出入コンテナ貨物流動調査より国土交通省国土計画局作成

＜四国の生産消費外貿コンテナ貨物推移＞

出典；全国輸出入コンテナ貨物流動調査(1ヶ月)

四国の生産消費外貿コンテナ貨物推移
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出典：全国輸出入コンテナ貨物流動調査（１ヶ月調査）
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⑥価値観の多様化と心の豊かさの重視

・心の豊かさと物の豊かさの比較では、心の豊かさを重視する傾向が高まっている。
・日本の国や国民について誇りに思うこととしては、長い歴史と伝統、美しい自然、

 すぐれた文化や芸術等が高く、これらは近年特に高まっている。

＜心の豊かさか、物質的豊かさか＞ ＜日本の国や国民について誇りに思うこと＞

出典）平成19年度

 

内閣府政府広報室「国民生活に関する世論調査」 出典）平成19年度

 

内閣府政府広報室「社会意識に関する世論調査」
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⑥価値観の多様化と心の豊かさの重視

・「理想の居住地域」としては、地方圏の市町村（都市部以外）が高い割合になっ

 ており、その傾向が近年高まってきている。
・「二地域居住」に対する都市住民のニーズをみると、半数以上が将来行いたいと

 回答している。年齢階層別にみると、50～59歳においてニーズが高くなっている。

＜「二地域居住」に対する都市住民のニーズ＞
年齢区分別 の二地域居住 の状況
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出典）「二地域居住」に対する都市住民アンケート

 

（国土交通省国土計画局総合計画課：平成１６年１２月実施）

 

注）都市住民の定義：「人口30万人以上の都市」（2005年の15－79歳人口

 

約4,250万人）

 

アンケート有効回答数：10,491人

出典）内閣府「これからの国土づくりに関する世論調査」（平成8年6月調査）及び「国土

 

の将来像に関する世論調査」（平成13年6月調査）より国土交通省国土計画局作成。

 

（注）居住地区分のうち「都心」とは、世論調査で用いられた居住区分である「三大都市

 

圏の主な都市」と「三大都市圏の人口30万人以上の都市及び県庁所在地」を合わせた

 

もの。

＜理想の居住地域＞
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⑦「新たな公」の役割の重視

・自由になる３次活動時間は、概ね男性が女性を上回り、その傾向は65歳以上で

 特に顕著。
・ボランティア活動・社会参加活動時間については、15-64歳では女性が長く、

 65歳以上では男性の方が長くなっている（四国においては、その傾向が顕著）。
・このため、高齢の男性を中心に、地域を担う「新たな公」としての役割が期待さ

 れる。

＜１人１日あたり３次活動時間（2001年）＞ ＜１人１日あたりボランティア活動
・社会参加活動時間（2001年）＞

注）3次活動は、移動（「通勤・通学」を除く）、テレビ・ラジオ・新聞・雑誌、休養・くつろぎ、学習・研究（「学業」以外）、趣味・娯楽、スポーツ、ボランティア活動・社会参加活動、交際・つきあい。受診・療養、

 

その他の合計。
出典）総務省統計局「平成13年社会生活基本調査」をもとに作成。
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⑦「新たな公」の役割の重視

・1998年12月に特定非営利活動促進法（NPO法）が施行されて以来、2006年11

 月末で29,597法人が認証されており、年々増加傾向にある。

＜全国のNPO法人認証数の推移＞

出典）ＮＰＯ法人の財政状態及び会計処理の現状について

 

愛知県

 

NPO 法人財務分析・会計支援事業

 

調査報告書
（内閣府Web サイト（http://www.npo-homepage.go.jp/data/pref_history.txt）より作成）
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【強み】①美しい自然風景・独自の歴史・文化の存在

・中山間地域の集落における美しい景観や歴史・文化の存在し、日本の原風景が

 残されている。

＜美しい自然景観＞

だるま夕日（高知県宿毛市）

石鎚山（愛媛県西条市）
小豆島エンジェルロード
（天使の散歩道）
（香川県土庄町）

四万十川（高知県）

八日市・護国の

 
まち並み

（愛媛県内子町）

四国カルスト（愛媛県）

防風石垣による集

 
落（愛媛県愛南町

 
外泊地区）

遊子の段畑

（愛媛県宇和島）

＜個性的な歴史・文化の存在＞
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【強み】①美しい自然風景・独自の歴史・文化の存在

・独自の歴史・文化として、お遍路やお接待文化等の歴史・文化が存在するととも

 に、その文化を受け継ぐボランティア活動も盛んである。

＜四国伝統の普請やお接待の精神＞

★古来より四国では、満濃池普請など、地域

 の人々が勤労奉仕により、地域の共有財産

 の普請活動を行ってきた。

★さらに、１２００年を誇る文化遺産である

 遍路文化があり、その底流にある

 

“お接

 待”の精神も“普請”の精神と共通点を持

 っている。

★現在も、地域のボランティアの手で遍路道

 の修復が行われ、今も“普請”の精神が受

 け継がれている。

四国伝統のお遍路文化とお接待の精神

遍路道修復の
ボランティア作業
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瀬戸内

中山間地域

南四国

半島部東南地域
高知圏

半島部西南地域

徳島圏

山間西部地域

山間東部地域松山圏

西条・新居浜圏

高松圏島嶼部

【強み】②多様な地域の存在と相互の地理的な近さ･交流の可能性

・四国圏においては、瀬戸内、山間部、南四国、島嶼部など、個性ある多様な地

 域が存在する。

＜個性ある多様な地域＞
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【強み】②多様な地域の存在と相互の地理的な近さ･交流の可能性

・中山間地域の集落から、概ね９０分で県庁所在都市まで交流が可能となってい

 る。（ただし、南四国の半島部からは遠くなっている）

＜県庁所在都市への所要時間＞

30分
1時間

2時間

30分

1時間

2時間

30分

1時間

2時間

30分

1時間

2時間

1時間

30分

30分

30分

30分

1時間

香川県庁

愛媛県庁

高知県庁

徳島県庁



25

・市町村別の製造品出荷額等をみると、今治市、西条市、四国中央市、新居浜

 市、坂出市等瀬戸内の都市において、産業集積が高くなっている

【強み】③確かな力ある産業の存在

＜市町村別製造品出荷額等＞

出典）平成17年工業統計表

＜四国内の産業集積状況＞

出典）新生「四国テクノブリッジ計画」（平成18年3月四国経済産業局）
注）「平成15年工業統計表

 

工業地区編」経済産業省に基づき作成
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【強み】③確かな力ある産業の存在

＜四国が誇る
日本一・世界一企業・事業所＞

１ 株式会社アイピー 

２ 阿波スピンドル株式会社 

３ 阿波製紙株式会社 

４ 馬居化成工業株式会社 

５ 株式会社大塚製薬工場 

６ 株式会社河野メリクロン 

７ 株式会社北谷 

８ 共栄造機株式会社 

９ 四国化工機株式会社 

10 株式会社セイア 

11 日亜化学工業株式会社 

12 株式会社マルハ物産 

13 株式会社山本鉄工所 

14 光洋精工株式会社徳島工場 

15 日本製紙ケミカル株式会社小松島製造所 

徳

 
島

１ 石丸製麺株式会社 

２ 泉鋼業株式会社 

３ 稲井電子工業株式会社 

４ 株式会社オオジー 

５ 株式会社加ト吉 

６ カンプラ工業株式会社 

７ 三協エンジニアリング株式会社 

８ 讃陽食品株式会社 

９ 四国化工株式会社 

10 四国化成工業株式会社 

11 四国電線株式会社 

12 株式会社七宝 

13 株式会社タダノ 

14 ナベプロセス株式会社 

15 株式会社南海 

16 南海プライウッド株式会社 

17 日生化学株式会社 

18 日プラ株式会社 

19 有限会社ハガタ屋 

20 株式会社ヒューテック 

21 株式会社伏見製薬所 

22 株式会社丸善 

23 松浦産業株式会社 

24 株式会社宮脇書店宮脇カルチャースペース 

25 株式会社レガン 

26 かどや製油株式会社小豆島工場 

27
東洋炭素株式会社 

詫間事業所・大野原技術開発センター 

28 西原金属工業株式会社小豆島工場・金型工場 

29 三菱電機株式会社受配電システム事業所 

香

 
川

１ 新井産業株式会社 

２ 株式会社いうら 

３ 株式会社イトウ 

４ 株式会社宇高 

５ 有限会社エーステクノ 

６ エスアイ精工株式会社 

７ 株式会社えひめ飲料 

８ 株式会社カネコ 

９ 神村鉄工株式会社 

10 川之江造機株式会社 

11 クラレ西条株式会社 

12 株式会社ｹﾝ・ﾏﾂｳﾗ・ﾚｰｼﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ 

13 合鹿製紙有限会社 

14 大王製紙株式会社三島工場 

15 株式会社田窪工業所 

16 タケチ工業ゴム株式会社 

17 株式会社天神産紙工業 

18 株式会社トキワ工業 

19 日本食研株式会社 

20 ハリソン東芝ライティング株式会社 

21 福助工業株式会社 

22 松下寿電子工業株式会社 

23 丸三産業株式会社 

24 三浦工業株式会社 

25 ヤマキ株式会社 

26 株式会社山口園芸 

27 ユニ・チャーム株式会社 

28 米山工業株式会社 

29 株式会社ヨンキュウ 

30 住友ｲｰﾄﾝﾉﾊﾞ株式会社愛媛事務所 

愛

 
媛

31 住友化学工業株式会社愛媛工場 

32 住友金属鉱山株式会社東予工場 

33 住友重機械工業株式会社新居浜製造所

34 住友製薬株式会社愛媛工場 

35 帝人化成株式会社松山工場 

36 東レ株式会社愛媛工場 

37 東レﾌｧｲﾝｹﾐｶﾙ株式会社松山工場 

高

 
知

１ 株式会社泉井鐵工所 

２ 宇治電化学工業株式会社 

３ 株式会社小谷穀粉 

４ 兼松エンジニアリング株式会社 

５ 株式会社技研製作所 

６ 金星製紙株式会社 

７ 株式会社光栄鉄工所 

８ 高知カシオ株式会社 

９ 渋谷食品株式会社 

10 株式会社シンテック 

11 株式会社太陽 

12 東洋電化工業株式会社 

13 株式会社中村農園 

14 ニッポン高度紙工業株式会社 

15 ミロク機械株式会社 

16 株式会社ミロク製作所 

17 日鉄鉱業株式会社鳥形山鉱業所 

18 山本貴金属地金株式会社高知工場 

徳 島 県

世界一 2

日本一 13

香 川 県

世界一 3

日本一 26

愛 媛 県

世界一 5

日本一 33

高 知 県

世界一 2

日本一 16

・四国各県には、世界一のシェアを占める企業は12社、日本一のシェアを占める

 企業は88社ある。

瀬戸内海側

 

７９％

高知市周辺１７％
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【強み】③確かな力ある産業の存在

・地域におけるクラスター形成活動を支援する広域的新事業支援ネットワーク拠

 点重点強化事業などを活用し、各地域において具体的な取り組みが進められて

 いる。

＜四国における産業クラスター支援等の取り組み＞

出典）新生「四国テクノブリッジ計画」（平成18年3月四国経済産業局）

＜産業クラスターにおける取組事例＞

●ＬＥＤバレイ構想

LEDを利用した光関連企業の

 工場、研究所等の集積と、高

 度技術者の育成や先端的技

 術の研究開発を行う拠点など

 を整備することによって、光産

 業の集積を目指す。

●「希少糖を核とした
糖質バイオクラスター」構想

希少糖を中心とした糖生命科

 学の創成と、医薬品・機能性食

 品・化粧品などへの実用化によ

 る糖質バイオ産業の創出を目

 指す。
希少糖：単糖のうち自然界に大量に存在する「天然型単

 
糖」に対して、自然界に微量にしか存在しない単糖を「希

 
少糖」と定義。
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575

158

104

48

499

348

1

1

1

0 1,000 2,000 3,000 4,000

 1位 愛媛県　

 2位 鹿児島県

 3位 北海道　

10位 香川県　

15位 高知県　

22位 徳島県　

32位 東京都　

32位 富山県　

32位 大阪府　

（億円）

81

13
13

6

114

65

3
3
1

0 50 100 150

 1位 福岡県　
 2位 愛媛県　
 3位 愛知県　

22位 徳島県　
22位 香川県　

40位 高知県　

45位 富山県　
45位 福井県　
47位 滋賀県　

（億円）

【強み】④個性のある一次産業、食等の存在

・四国圏の農林水産業の産出額を見ると、愛媛県が、種苗・苗木類で2位、果実

 で6位、養殖業で1位となるなど、全国的にも上位となる一次産品がある。
・特産品として全国的にも有名な産品が多数存在する。

＜四国各県が上位になっている農林水産品目＞

〔種苗・苗木類〕

〔果実〕

※秘匿データを除く
出典）平成17年生産農業所得統計

平成17年漁業・養殖業生産統計年報
平成17年林業産出額

404

102

99

53

722
594

524

16
11
6

0 200 400 600 800

 1位 青森県　
 2位 和歌山県
 3位 長野県　

 6位 愛媛県　

21位 徳島県　

23位 高知県　

36位 香川県　

45位 富山県　
46位 福井県　
47位 滋賀県　

（億円）

＜養殖業＞

591

436

234

16

3,928
1,547
1,214

30

2

0 2,000 4,000 6,000

 1位 北海道　
 2位 宮崎県　
 3位 岩手県　

12位 高知県　

19位 愛媛県　

25位 徳島県　

45位 神奈川県
46位 香川県　
47位 沖縄県　

（千万円）
〔木材生産〕

みかん（愛媛県）

愛媛県には、野菜の接ぎ

 

木苗の全国シェアが１位

 

である山口園芸グループ

 

（津島町）が存在

愛媛県は、みかん等の柑

 

橘類やキウイ等が全国ト

 

ップシェア
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【強み】④個性のある一次産業、食等の存在

・さぬきうどん等、各県を代表し、地域の魅力となる食品・食材が存在するほか、

 食品産業クラスターなどの取り組みも生まれている。

阿波尾鳥（徳島県）さぬきうどん（香川県）

ジャコ天（愛媛県）

＜代表的な食材・食品＞

＜食に関する取り組み事例＞

●「阿波やまもも」の地域ブランド化

「やまもも」は徳島県の木、小松島市

 
の木に指定されており、徳島県小松島

 
特産のやまもものブランド名を「阿波

 
やまもも」と統一（平成１８年１０

 
月）。地域ブランド化し、地域団体商

 
標の取得を目指している。

かつお（高知県）
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【強み】⑤人材育成活動の活発化

・産業界と教育界の共同による、産業人材の育成支援が活発に行なわれている。

＜産業人材育成支援の多様な展開＞
【産学連携製造中核人材育成事業

 

】

★柔軟な人材育成の仕組みの形成
「社会人基礎力養成・評価手法開発事業」
【平成19年度新規】

『徳島県南部地域における機械電機産業分野の

 製造現場における設計・加工、制御、電子回路技

 術者の育成のための教育プログラムの開発』

財団法人とくしま産業振興機構
〒770-0902
徳島市西新町2丁目5番地
徳島経済センター3Ｆ
TEL：088-654-0101
FAX：088-653-7910

★グローバル人材戦略

 「アジア人材資金構想事業」
【平成19年度新規】
「理科実験教室プロジェクト」
【平成19年度新規】

★産業界や地域と連携した人材育成

 「産学連携製造中核人材育成事業

 

」
【平成17年度～平成21年度】

 
「高専等活用中小企業人材育成事業」
【平成18年度～】

 
「工業高校における実践的教育の導入事業」
【平成19年度新規】

 
「若者と中小企業とのネットワーク構築事業」
【平成18年度～】

 
「地域自律・民間活用型キャリア教育プロジェクト」
【平成17年度～】
「MOT（技術経営人材育成プログラム）導入促進事業」
【平成14年度～】

 
「企業等ＯＢ人材活用推進事業

 

」
【平成15年度～】
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【強み】⑤人材育成活動の活発化

・高知工科大学では、山間部での学校教育と、健常高齢者の活躍の場となる「創

 知の杜」活動プロジェクトが育ってきている。
・魅力を案内できる人材育成と観光客のおもてなし充実のため、平成18年12月

 第1回四国観光検定試験が実施され、「四国観光達人」367名が認定されてい

 る。

出典）岩坂

 

照之『「創知の杜」の実現シナリオ』

 

高知工科大学大学院

 

博士（工学）学位論文

 

平成16 年9 月

出典）四国観光検定HP

＜創知の杜のイメージ＞ ＜四国観光検定＞
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【弱み】⑥厳しい地勢・自然条件

・地形が急峻であるとともに、もろく崩れやすい地質となっており、災害に対す

 る懸念が大きい地域である。

中
央
構
造
線

仏
像
構
造
線

仏像構造線

中央構造線

地すべり防止区域

空中写真によって解読された地すべり

凡例

＜地すべり防止区域等の分布＞



33

【弱み】⑥厳しい地勢・自然条件

・急峻で危険な地域に暮らす人の割合が半数以上となっている。（全国平均の２

 倍以上、関東地方の約４倍）
・土石流が到達する可能性のある地域を含めると、７割以上となっている。

＜傾斜度別人口割合＞ ＜傾斜度別分布図（中四国拡大）＞

0% 20% 40% 60% 80% 100%

関東

四国

全国

出典）

 

「昭和57年度国土数値情報作成調査」による「地形，傾斜度別面積」
傾斜度分布図：四国地方整備局作成

２．１倍

１４%

７%

４１%

２０%

８% ６%
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【弱み】⑥厳しい地勢・自然条件

・台風や集中豪雨などによる洪水に対する懸念が大きい地域である。
・瀬戸内海側において渇水が頻発している。

＜平成１６年：豪雨災害での事例＞

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

徳島 香川 愛媛 高知

四国

全国

29%

その他
14.2万棟

四国
5.8万棟

全国浸水戸数のうち
29％が四国で発生

徳島 香川 愛媛 高知
＊消防庁調べ

８ヶ年以上

４～７ヶ年

２～３ヶ年

０ ヶ年

１ ヶ年

８ヶ年以上

４～７ヶ年

２～３ヶ年

０ ヶ年

１ ヶ年

〈最近２０年での渇水の発生状況〉
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【弱み】⑦産業集積・企業集積の遅れ

・工業構造を製造品出荷額でみると、加工組立型産業のウエイトが全国に比べて

 低く、基礎素材型産業や生活関連産業のウエイトが高い構造となっている。
・加工組立型では、ＩＴ、デジタル家電、自動車等の地域への波及効果の高い先

 端分野の産業集積が少ない。
・素材型業種の多くは、地域で加工されず中間素材として出荷されているため、

 工業相互間の関連性が欠如している形態となっている。

＜製造品出荷額等による業種別構成比（平成17年）＞

出典）「平成17年工業統計表・産業編」経済産業省

10.8

2.4

7.1 9.8

4.5

13.0

8.5

4.4

4.7

11.0

13.8

9.9

7.7 3.3

5.6

6.2

5.9

6.4

8.0

10.6

6.0

18.3

5.8

11.5

2.3

1.7 1.0

0.0

四国

全国
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【弱み】⑧インフラ整備の遅れ

・高速道路網の整備が遅れ、高速道路網の空白地帯が存在。
・地震による津波の予想浸水箇所は、ミッシングリンク（高速道路等未整備区

 間）に集中している。
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【弱み】⑧インフラ整備の遅れ

・ブロードバンド・ゼロ地域の世帯比率を見ると、全国平均5.5％に対し、四国

 は11.9％と高くなっており、情報基盤整備が遅れている状況にある。
・特に、中山間地域等で整備が遅れており、県別には高知県（17.1％）や愛媛県

 （13.3％）の遅れが顕著である。

出典）四国の情報通信２００６（四国総合通信局）

【用語の解説】
●ブロードバンド（狭帯域）
大量の情報を高速で送受信

 

できるｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｻｰﾋﾞｽの

 

総称。光ﾌｧｲﾊﾞｰ、ADSL接続、

 

CATV（ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ）等を指す。
これに対し、送受信できる情

 

報が少ない電話回線を利用し

 

た接続環境(ﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟ接続

 

やＩＳＤＮ接続等を指す。)をナ

 

ローバンド（狭帯域）という
●ＦＴＴＨ
（Fiber To The Home）
光ｹｰﾌﾞﾙを一般個人宅へ直

 

接引き込む、光通信の網構

 

成方式によるｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｻ

 

ｰﾋﾞｽ
●ＤＳＬ
（Digital Subscriber Line）
ﾂｲｽﾄﾍﾟｱｹｰﾌﾞﾙ通信線路（電

 

線を2本対でより合わせたｹｰ

 

ﾌﾞﾙ）で高速ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞｰﾀ通信

 

を行うｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｻｰﾋﾞｽ（Ａ

 

ＤＳＬ

 

(Asymmetric DSL)はそ

 

の一つ）
●ケーブルインターネット
ｹｰﾌﾞﾙ（同軸ｹｰﾌﾞﾙや光ｹｰﾌﾞ

 

ﾙなど）を用いて行われるｲﾝﾀ

 

ｰﾈｯﾄ接続ｻｰﾋﾞｽ
●無線（アクセス）
信号を伝えるｹｰﾌﾞﾙの代わり

 

に無線（電波）を使うﾃﾞｰﾀ通

 

信ｻｰﾋﾞｽの総称

＜四国における
地域別ブロードバンドサービス状況＞



38

【弱み】⑨社会経済面、生活利便性面の格差

・集落部を中心に、身近な買い物、日常サービス、医療機関、金融機関など生活

 サービスの撤退を問題化する割合が全国平均よりも高くなっている。
・また、バス路線の廃止は、市町村全域での問題とする割合が全国平均よりも高

 い。

＜地域からの撤退が問題となっている生活サービス＞

出典）「集落消滅の可能性がある」と回答した市町村に対する追加アンケート調査結果（2005年2月）をもとに作成

地域からの撤退が問題となっている生活サービス

10%

3%

2%

2%

2%

0%

1%

21%

14%

14%

5%

6%

2%

0%

8%

12%

6%

7%

3%

3%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

身近な買い回り品の

商店の廃業

バス路線の廃止

郵便局、農協、金融機関の

移転や撤退

医療機関の廃止

日常サービス店の廃業

バス以外の交通サービス

事業者の撤退

その他

特定集落

複数集落

市町村全体

ｎ＝214

注）
特定集落・・市町村内の特定の集落で問題化
複数集落・・市町村内の複数の集落で問題化
市町村全体・・市町村全域で問題化

地域からの撤退が問題となっている生活サービス

6%

0%

0%

0%

0%

0%

6%

33%

11%

22%

11%

11%

6%

0%

6%

28%

6%

11%

6%

6%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

身近な買い回り品の

商店の廃業

バス路線の廃止

日常サービス店の廃業

医療機関の廃止

郵便局、農協、金融機関の

移転や撤退

バス以外の交通サービス

事業者の撤退

その他

特定集落

複数集落

市町村全体

ｎ＝18
【全国】 【四国】
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160,593

153,970

142,652

152,282

130,000

135,000

140,000

145,000

150,000

155,000

160,000

165,000

平成9年 平成11年 平成14年 平成16年

（㎡）

【弱み】⑨社会経済面、生活利便性面の格差

・近年の四国各県の商業集積地（商店街）における商店数や年間販売額等をみる

 と、いずれの県においても、商店数や年間販売額等が減少傾向にあり、中心市

 街地の活力低下が進んでいる。

・商店数の推移

出典）高松市中心市街地活性化基本計画

 

平成19年策定

・従業者数の推移

・年間販売額の推移 ・売場面積の推移

1,357

1,163
1,069

1,268

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

平成9年 平成11年 平成14年 平成16年

（店）
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

平成9年 平成11年 平成14年 平成16年

（人）

155,890

119,077 114,044

148,690

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

平成9年 平成11年 平成14年 平成16年

（百万円）

＜中心商店街の状況（高松市中心市街地）＞
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【弱み】⑨社会経済面、生活利便性面の格差

・市町村別に、産婦人科及び小児科医師数をみると、中山間地域から半島部にか

 けて、医師が存在しない市町村が多数存在する。
・特に中山間地域は、人口1万人当りの産婦人科及び小児科医師数は瀬戸内の半

 数以下と少ない状況にある。

＜人口1万人当り小児科医師数＞＜人口1万人当り産婦人科医師数＞

0.22

0.97

0.48

0.65

0.85

0.0 0.5 1.0 1.5

島嶼部

瀬戸内

中山間地域

南四国

四国平均

（人/1万人）

出典）平成16年医師・歯科医師・薬剤師調査、平成17年国勢調査

1.55

1.33

0.53

1.32

1.26

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

島嶼部

瀬戸内

中山間地域

南四国

四国平均

（人/1万人）
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【弱み】⑩圏域内外との連携・交流の弱さ

・平成18年度の大学等における産学連携等実施状況（民間企業等との共同研究・

 受託研究）についてみると、全国30位以内に入っている大学は徳島大学のみ

 となっており、さらなる産学連携が望まれる。

機関名 件数

1 東京大学 1,935

2 京都大学 1,350

3 大阪大学 1,208

4 東北大学 1,110

5 九州大学 1,082

6 北海道大学 816

7 慶應義塾大学 717

8 名古屋大学 709

9 早稲田大学 665

10 東京工業大学 662

11 筑波大学 519

12 広島大学 406

13 信州大学 397

14 東京農工大学 385

15 岡山大学 384

16 三重大学 370

17 大阪府立大学 368

18 東海大学 365

19 千葉大学 364

20 静岡大学 363

21 神戸大学 355

22 岐阜大学 325

23 山口大学 323

24 日本大学 316

25 徳島大学 313

26 大阪市立大学 310

27 岩手大学 285

28 金沢大学 283

29 名古屋工業大学 282

30 新潟大学 278

1,935

1,350

1,208

1,110

1,082

816

717

709

665

662

519

406

397

385

384

370
368

365

364

363

355

325

323

316

313

310

285

283

282

278

0 500 1,000 1,500 2,000（件）

資料）文部科学省「平成18年度

 

大学等における産学連携等実施状況について」

機関名 受入額

1 東京大学 26,487

2 京都大学 14,783

3 大阪大学 12,213

4 東北大学 9,955

5 九州大学 8,008

6 慶應義塾大学 6,670

7 北海道大学 6,542

8 東京工業大学 6,251

9 早稲田大学 5,927

10 名古屋大学 5,169

11 情報・システム研究機構 2,583

12 筑波大学 2,523

13 岡山大学 2,072

14 広島大学 1,831

15 東京農工大学 1,776

16 東京医科歯科大学 1,736

17 東京女子医科大学 1,601

18 自然科学研究機構 1,576

19 神戸大学 1,546

20 奈良先端科学技術大学院大学 1,395

21 山口大学 1,383

22 徳島大学 1,373

23 静岡大学 1,353

24 千葉大学 1,275

25 大阪府立大学 1,234

26 信州大学 1,226

27 立命館大学 1,176

28 岐阜大学 1,175

29 東海大学 1,149

30 名古屋工業大学 1,130

単位：百万円

26,487

14,783

12,213

9,955

8,008

6,670

6,542

6,251

5,927

5,169

2,583

2,523

2,072

1,831

1,776

1,736
1,601

1,576

1,546

1,395

1,383

1,373

1,353

1,275

1,234

1,226

1,176

1,175

1,149

1,130

0 10,000 20,000 30,000 （百万円）

（件数別・合算値） （研究費別・合算値）

＜共同研究・受託研究合計実績＞
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【弱み】⑩圏域内外との連携・交流の弱さ

・旅客流動、貨物流動ともに、四国外流動が多く、人・モノの両面において県間

 交流が弱い状況にある。

＜圏域内外の旅客流動＞

香川県
６００，９８９

香川県
６００，９８９

徳島県
４１３，７６６

徳島県
４１３，７６６

高知県
４２４，６８７

高知県
４２４，６８７

愛媛県
７１５，８３２

愛媛県
７１５，８３２

１０，７３６

２２，７２１

５，０８４

１，９７９

１２，３６７

２，０５９

山陽方面
２５，４９９

山陽・阪神
以外

２７，０１０

阪神方面
１５，１４６

１００．０２，２７７，８７３合計

３．０６７，６５５四国外流動

２．４５４，９４５四国内県間

９４．６２，１５５，２７３県内

割合

（％）

流動

（千人）

１００．０２，２７７，８７３合計

３．０６７，６５５四国外流動

２．４５４，９４５四国内県間

９４．６２，１５５，２７３県内

割合

（％）

流動

（千人）

①旅客流動の９５％が県内流動
②四国４県相互の県間流動よりも
四国外との流動の方が大きい
（３％）

四国４県は、四国内より
四国外を向いている

香川県
１９１,７７７
香川県
１９１,７７７

徳島県
７５，１３７

徳島県
７５，１３７

高知県
１２３，３３０

高知県
１２３，３３０

愛媛県
１７６，１９５

愛媛県
１７６，１９５

７，０８６

２４，５９０

４，４４２

６，７７０

１２，２２１

２，８５２

秋季３日間調査 単位：トン

【愛媛県】
最も多い四国外の都道府
県間流動

広島県：５９，１６０ 【香川県】
最も多い四国外の都
道府県間流動

岡山県：３０，１４９

【徳島県】
最も多い四国外の都
道府県間流動

兵庫県：１４，６５１

【高知県】
最も多い四国外の都道府県間流動

愛知県：４６，５４６

資料）「旅客地域流動調査（国土交通省／H7～１２年度の平均）より作成（単位：千人） 資料）国土交通省

 

第７回全国貨物純流動調査（物流センサス）

 

（２０００年）

＜圏域内外の貨物流動＞
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【弱み】⑩圏域内外との連携・交流の弱さ

・地域資源が圏域外に十分に知られていない状況にある。
・一方、圏域内の人においても、四国圏の観光資源を体験した経験が少なく、圏

 域内を目を向けていない状況にある。

＜四国圏内外住民の認知度＞

認知度(%)

四国内 四国外

讃岐うどん 100 99.2

阿波おどり 100 99.1

四万十川 99.7 97.9

鳴門の渦潮 99.7 96.9

金比羅宮 100 88.1

道後温泉本館 100 86.2

認知度(%)

四国内 四国外

内子の町並み 87.3 30.2 

吉野川のラフティング 74.4 29.0 

脇町うだつの町並み 81.0 29.0 

イサム・ノグチ庭園美術館 62.7 26.7 

大塚国際美術館 77.7 21.3 

現代アートの島

 

直島 69.7 19.1 

四国圏外でもよく知られているもの

四国圏外ではあまり知られていないもの

出典）「四国の観光資源の認知度・体験度並びに四国に対するイメージアンケート」調査結果
四国経済連合会

＜圏域内住民の認知度・体験度＞

内子の町並み 87 .3 47 .5

吉 野 川 の ラフテ ィング 74 .4 5 .7

脇 町 うだつ の町並み 81 .0 41 .1

イサ ム ・ノグ チ庭 園美術館 62 .7 5 .7

大 塚 国 際美術館 77 .7 23 .0

現 代 アー トの 島 　直 島 69 .7 13 .6

認 知 度 (% ) 体 験 度 (% )

うだつの町並み（徳島県） 香川県直島

吉野川のラフティング
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【弱み】⑩圏域内外との連携・交流の弱さ

・四国4県の訪日外国人数に対する訪問率は、全国平均4.2％を大きく下回る。
・日本への訪日外国人数は増加しているが、四国圏の訪日外国人数は、H5年106

 千人からH15年63千人

 
と（全国に対する四国圏の比率H5年3％→H15年

 1％）と減少傾向である。

＜訪日外国人数に対する訪問率＞

訪日外国人数に対する訪問率
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出典：訪問率「（独）国際観光振興機構（JNTO）」

＜日本と四国圏への外国人来訪者数の推

 移＞
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【弱み】⑪人口減少による国土の荒廃・喪失

・香川県を除く３県は、過疎地域市町村割合が半数を上回っており、中山間地域

 に集中している。
・過疎地域市町村の人口は、圏域全体の約20％を占めている。

資料）都道府県別過疎地域市町村の状況（2002年）
人口統計資料（2004年版）

過疎地域市町村数
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【過疎地域の要件】

人口要件

・昭和３５年（４０年）から平成７年（１２年）までの３５年間の人口減少率

 

Ａ

 

人口減少率が３０%以上

 

Ｂ

 

人口減少率が２５%以上で、平成７年（１２年）の高齢者比率が２４%以上

 

Ｃ

 

人口減少率が２５%以上で、平成７年（１２年）の若年者比率が１５%以下

財政要件

・平成８年度（１０年度）から平成１０年度（１２年度）の３か年平均の財政力指数が０．４２以下

資料）総務省自治行政局

 

過疎地域市町村等一覧（H17.2.1現在）

過疎地域

四国中央市

西条市

野市町

南国市

高知市

伊予市

観音寺市

坂出市

丸亀市

高松市

小松島市

鳴門市

徳島市

大洲市

新居浜市

東かがわ市

さぬき市

阿南市

善通寺市

松山市

今治市

宇和島市

北条市
東予市

宿毛市

中村市

須崎市

土佐市

西予市

安芸市

土佐清水市

室戸市

八幡浜市

高幡

今治
新居浜・西条

松山

大洲

八西

徳島

南部

小豆

高松

三豊

丸亀・坂出

宇和島

東宇和

宿毛

中村

安芸

中央

三好

久万

脇

過疎地域

吉川町

鏡村
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【弱み】⑪人口減少による国土の荒廃・喪失

・今後１０年以内に消滅する可能性がある集落数が全国一多い。
・農村集落（約１万集落）のうち、消滅集落（農家数0）が3.9％、秘匿集落（農

 家数5戸未満）が11.7％存在している。
・これらの集落は、中山間地域に多く分布している。

＜秘匿集落・消滅集落の状況＞＜集落消滅の可能性＞
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出典）2000年農林業センサスデータをもとに
3次（1km）メッシュ化し作成

【弱み】⑪人口減少による国土の荒廃・喪失

・1995年以降、中山間地域や島しょ部における耕作放棄地率が増加している。
・今後の人口減少、産業構造の変化、農業後継者問題などにより、都市縁辺部に

 おいては、都市的土地利用の撤退、農村部においては、農業的土地利用の撤退

 を余儀なくされる場合が考えられる。

＜耕作放棄地率メッシュ図＞

左図の耕作放棄地の定義：「以前に耕作したことがあるが、調

 

査期日前１年以上作物を栽培せず、しかも、この数年間に再び

 

耕作するはっきりした意思のない土地」

中山間地域や島しょ部での耕作放棄地は耕作条件が厳しいこ

 

とと、農業者の高齢化により、耕作が困難となったための放棄

 

地が多数を占めると考えられる。

注）総農家ベースであり、土地持ち非農家の耕作放

 

棄地は含まない。

出典）農林水産省「農林業センサス」をもとに作成

2005年は農林業センサス2005の概数値

0.6 0.6
0.8

1.50.3 0.3

0.4

0.8

0

0.5

1

1.5

2

2.5

1990 1995 2000 2005

万ｈａ 中山間農業地域 都市・平地農業地域

＜耕作放棄地の推移＞
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【弱み】⑪人口減少による国土の荒廃・喪失

・林業就業者数が減少を続けており、他の産業と比べ、急速に高齢化が進行して

 いるため、森林の荒廃が懸念される状況にある。

＜林業就業者及び高齢化比率の推移＞

出典）林野庁

 

緑の雇用

 

ホームページ

http://www.rinya.maff.go.jp/roudou/con1.html

耕作放棄されたほ場

荒廃した山林

出典）中国四国農政局ホームページ
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・全国より約１０年早い高齢化の進行
・多様化する価値観・ライフスタイルに応じた地域の魅力

 の不十分さ

四国圏の課題

人口減少・高齢化が全国平均より早く進行する中での圏域の発展

・東南海・南海地震による甚大な被害想定
・土砂災害の危険性の高さ
・渇水被害の頻発
・自然環境の喪失の進行

①
 

災害や環境に対する安全・安心の確保

・産業活性化に向けた連携や基盤の充実・活用の不十分さ
・既存の産業集積や地域資源の活用不足

②
 

外部環境変化に対応した産業活性化の展開
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四国圏の課題

・基礎的条件の厳しい集落が多数存在
・耕作放棄地の増加などの国土荒廃の懸念
・一次産業の低迷
・中心市街地の空洞化

⑤
 

中山間地域、半島及び島しょ部等の活性化と都市におけ
 る活力の向上

・豊かな地域資源の認知度の低さ
・日本の原風景の保全と継承に対する懸念の拡大

③
 

豊富な地域資源の活用と魅力の創出

・交通ネットワーク基盤の整備や他圏域とのアクセス性の弱
 さ

・圏域内の交流の弱さ

④
 

圏域内外における結びつきの強化
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【基本方針の考え方】

・地域のことは主体的に自分たちで取り組むという考えに基づき、独自性、

 個性を活かした地域づくりを展開

・こうした地域づくりを進めるためには、「担い手となる人材の育成」
「地域資源の活用」「『新たな公』の構築」が必要

・さらに、圏域内の多様な地域が適切な役割分担を図り、戦略的に連携する

 ことにより新しい四国圏の価値を創出

・日本全国、世界との交流連携を深めることにより、さらなる力を創出

これらの取組みを通じて、多様な地域の個性を発揮しつつ、
四国圏としての一体的・自立的発展を目指す

基本方針

地域の強みを活かし、圏域全体の連携によって自立的に発展する

「癒やしと輝きのくに」四国の創造
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四国圏広域地方計画
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①
 

安全・安心を基盤に、快適な暮らしを実感できる四国

【目標イメージ】

 
災害に強い地域をつくる

大規模な災害発生時には広

 
域的な応援体制が機能

各地の災害情報が共

 
有され、都市と集落

 
間などの相互救援活

 
動が展開

建築物や構造物の倒壊や密

 
集市街地における火災等の

 
被害の抑制

集中豪雨や台風な

 
どによる土砂災害

 
の頻発箇所におけ

 
る被害の抑制

コミュニティにおける

 
防災に対する意識が高

 
まり、日常的な防災対

 
策が普及

避難経路や避難所の確保

半島部東南地域

高知圏

半島部西南地域

徳島圏

松山圏

西条・新居浜圏

高松圏

山間地域

洪水、津波や高潮等

 
の発生予想箇所にお

 
ける被害の抑制
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②
 

地域に根ざした産業が集積し、競争力を発揮する四国

【目標イメージ】

 
圏域を牽引する産業を育てる

イノベーション促進活動を

 
牽引するコア企業の輩出

産

官

学

産・学・官の連携

産学官の連携による新

 
しい産業が創出

ＬＥＤ関連産業

 
を集積させた事

 
業展開

＜産学交流サロン＞
・バリバリやりまっせ
クラブ（今治）

・高松5：30クラブ
・とくしま交流サロン

6：00
・高知5：30クラブ
・えひめ5：30倶楽部

など

クラスター展開（四国内連携）

 
のイメージ

海洋深層水を活用し

 
た事業展開四国外・世界との交流

 
による新たな事業展開

基盤や住宅な

 
ど企業立地環

 
境の整備
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③

 
歴史・文化、風土を活かした個性ある地域づくりをすすめ、人をひきつける四国

【目標イメージ】

 
美しい風土を形成し、地域の魅力を高める

海

山

田園

川

森林保全活動によっ

 
て良好な森林が保全

直立堤の線的防護から、

 
景観に配慮した面的防

 
護に改良

美しい河川の景観に馴

 
染み、環境に配慮した

 
多自然護岸の整備

河川の清掃活動による

 
美しい河川の創出

棚田のオーナー制度や花

 
いっぱい運動によって美

 
しい景観を保全

アドプト・プログラム

 
やクリーンウォークな

 
どによる美しい景観を

 
継承する人材を育成
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④
 

東アジアをはじめ、広域的に交流を深める四国

【目標イメージ】

 
東アジア・世界との交流を活性化する

中国

韓国

香港
台湾

欧米等

A空港

B空港

相互利用により圏域内空港の利用者が増加

国際的コミュニケー

 
ション能力を備えた

 
人材の確保・育成

受け入れ体制の強化

東アジア等と

 
の交流や物流

 
の増加

４４％

５６％

2003年
圏域内の港湾利用

 
の増加

自ﾌﾞﾛｯｸ内港

 
湾利用比率

他地域港湾

 
利用比率

世界への地域資

 
源の情報発信

東アジアや世界との貿易が拡大

東アジアと行き交う旅

 客数が増加

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

H5 H10 H15

（トン/月）

中国

香港

台湾

韓国

欧米等　　　　　

出典：全国輸出入コンテナ貨物流動調査（１ヶ月調査）

23%
26%

11%

40%
東アジア
72,898 20%

20%

15%

46%

東アジア
94,858

15%

13%

10%

63%
東アジア
135,788

東アジア

109,903 132,590
140,163

出典；全国輸出入コンテナ貨物流動調査(1ヶ月)

四国圏の生産消費外貿コンテナ貨物推移

A港湾

B港湾
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⑤

 
中山間地域・半島部・島しょ部や都市が補完しあい活力あふれる四国

【目標イメージ】

 
農山漁村（中山間地域等）の暮らしと環境を支える

都市部

病院

半島部・島しょ部中山間地域

ショッピングレジャー

商店

診療所

商店

日常的な買い物が

 
できたり、診療が

 
受けられる

地域コミュニティを

 
担う人材が育ってい

 
る

集落間及び都市部を

 
つなぐ公共交通が利

 
用しやすい

交通利便性の強化

新たな公、ボランティア

 
が育ち、活動している

中山間地域等の

 人は、医療や買い

 物、娯楽などの日

 常生活に係るサー

 ビス機能を求めて

 都市部へ

都市部の人は、精神のリフレッシ

 ュ、自然とのふれあいを求めて中

 山間地域等へ

UIJターンや短・長期滞

 
在者の受け入れによって

 
人が増えている
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四国圏広域地方計画
 

骨子（素案）

第２部
 

四国圏の発展に向けた基本方針

第１部
 

計画策定の意義と計画の性格

第３部
 

四国圏の発展に向けた戦略的取り組み

第2部で示された目標ごとに、今後取り組むべき事項を記載

第４部
 

広域プロジェクト（仮称）

第2部で示された目標ごとに、広域プロジェクトを記載

第５部
 

計画の推進にむけて

計画の効果的推進にあたっての留意事項を記載
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